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・今回の改定において修正予定の箇所に下線を引いています。 

・本文中、「〇〇〇〇＊」とある用語は、巻末の「用語解説」に説明を記載予定ですが、 

本資料では省略しています。 
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3 資源循環都市づくり 

（1）目標 

目指す都市の姿 

限りある資源の大切さが認識され、資源が無駄なく、循環的に利活用されるまち 

 

定量目標 

ごみ総量（生活ごみ＊と事業ごみ＊の合計） 

令和 12 年度（2030 年度）におけるごみ総量を 33 万トン以下（令和元年度（2019 年

度）比で 12％以上削減）にします 

ごみの最終処分量 

令和 12 年度（2030 年度）におけるごみの最終処分＊量を 4.6 万トン以下（令和元年

度（2019 年度）比で 12％以上削減）にします 

1 人 1 日当たりの家庭ごみ排出量 

令和 12 年度（2030 年度）における 1 人 1 日当たりの家庭ごみ＊排出量を 400 グラム

以下（令和元年度（2019 年度）比で 14％以上削減）にします 

家庭ごみに占める資源物の割合 

令和 12 年度（2030 年度）における家庭ごみに占める資源物の割合を 30％以下（令

和元年度（2019 年度）比で 12.5 ポイント以上引下げ）にします 

 

（2）現状と課題 

本市では、これまで平成 23 年（2011 年）3 月に策定した「仙台市一般廃棄物処理基本計画」

に基づき、市民や事業者等との連携により、ごみ減量・リサイクルの取り組みを進めてきまし

た。 

震災の影響により、一時的にごみの排出量は増加したものの、平成 28 年度（2016 年度）か

ら「ワケアップ！仙台」をキャッチコピーとした全市的なごみ減量キャンペーンを展開したほ

か、これまで焼却処分されていた庭木の剪定枝やコーティングされた紙製容器包装等の再資源

化の取り組み、事業ごみ等処理手数料の見直し等により、ごみ排出量は震災前の水準に戻りつ

つある状況です。一方、家庭ごみや事業ごみには、紙類などのリサイクルが可能な資源物の混

入が依然として見られることから、再資源化の取り組みや分別排出の周知徹底に継続して取り

組むことが必要です。 

国が平成 30 年（2018 年）6 月に策定した「第 4 次循環型社会形成推進基本計画」において

は、循環型社会＊の形成に向け、持続可能な社会づくりとの統合的な取り組みや、ライフサイ

クル＊全体での徹底的な資源循環、適正処理のさらなる推進等が掲げられています。また、世

界的な課題であるプラスチックごみや食品ロス＊の削減に向けて、令和元年（2019 年）に「プ

ラスチック資源循環戦略」が策定されるとともに、「食品ロスの削減の推進に関する法律」が施
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行されるなど、その取り組みが加速しています。 

こうした状況を踏まえ、本市においても、持続可能な資源循環都市の実現に向け、市民や事

業者との協働のもと、資源を大切に使う行動の定着や、資源の有効利用の推進など、3R＊の取

り組みを一層推進するとともに、プラスチックごみや食品ロス＊の削減など、新たな課題に率

先して対応していくことが求められます。また、ごみ減量・リサイクルの取り組みを推進する

ことにより、廃棄物処理に伴う温室効果ガス＊排出量を削減するなど、脱炭素都市づくりにも

貢献することが重要です。 

さらに、今後のごみの量や質の変化を捉えるとともに、災害時や感染症の蔓延時における対

応策の検討を進めるなど、将来にわたり安全安心で安定的なごみ処理体制を確保していくこと

が求められます。 
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（3）施策体系 
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（4）施策の方向 

① 資源を大切に使う行動を定着させる 

3R＊のうち、「リデュース」（できるだけごみを出さない）と「リユース」（ものを繰り返して

使う）を重視した、資源を有効かつ大切に使うライフスタイル・ビジネススタイルの定着を図

ります。 

 

ア ごみの減量に向けた行動の定着を図る 

1 市民団体や事業者、学校など多様な主体と連携し、ものを大切に使う、繰り返し使える

マイバッグやマイボトル等を利用する、ごみの分別を徹底するなど、具体的な行動につ

ながる分かりやすい広報・啓発や環境教育・学習を推進します。 

2 市民団体や事業者等との協働により、使い捨て（ワンウェイ）プラスチック削減に向け

た運動を展開するなど、プラスチックと上手につき合うライフスタイルの普及啓発を推

進します。 

3 食品ロス＊の削減に向けて、地球温暖化対策や食育等の視点も取り入れながら、市民等

への効果的な周知啓発や事業者への働きかけを行います。また、未使用食品を有効活用

するフードドライブ＊などの取り組みを推進します。 

4 事業者に対し、廃棄物の発生が少ない、再生可能な材料を使うなど環境に配慮した製品

やサービスの提供を促します。また、消費者がそうした製品やサービスを選択するよう

周知啓発を行います。 

5 プラスチックごみや食品ロスの削減をはじめ、ごみ減量・リサイクル推進等に積極的に

取り組む事業者を評価・認定するとともに、情報発信を行うなど、意識の向上や行動へ

の誘導を図ります。 
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② 資源の有効利用を進める 

ごみの分別排出を徹底し、資源化が可能なものについてリサイクルを推進するなど、資源を

有効利用する取り組みを進めます。 

 

ア リサイクルの推進と拡大を図る 

1 資源化が可能なごみについて、分別を促進するとともに、新たな再資源化の手法を検

討するなど、さらなるリサイクルの推進・拡大に取り組みます。 

2 家庭ごみ＊や事業ごみ＊への混入が多い、雑がみ＊などの紙類の分別について、市民や

事業者等と連携し周知啓発を推進します。 

3 製品プラスチックを含む、プラスチック資源の分別収集に取り組むとともに、分別徹

底を推進します。 

4 市民団体等と連携した地域ぐるみでの生ごみ堆肥化の取り組みや、周知啓発等によ

り、家庭や事業所での生ごみ減量・リサイクルを促進します。 

5 食品廃棄物や剪定枝、下水汚泥等の廃棄物系バイオマス＊について、エネルギーとし

ての利用や堆肥化等による資源の有効利用を促進します。 

6 缶・びん・ペットボトルをはじめ、小型家電や庭木の剪定枝、廃食油などのリサイク

ルを推進するため、分別排出の周知啓発や分別を促進するための環境づくりに努めま

す。 

7 平成 20 年度（2008 年度）から実施している家庭ごみ等有料化の効果について評価・

検証し、ごみ減量・リサイクル推進と受益者負担の適正化の観点から、ごみ処理手数

料のあり方について検討を行います。 

8 町内会や子ども会など地域の活動と連携・協力し、資源物の回収を進めます。 
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③ 廃棄物の適正な処理体制を確保する 

ごみの分別と適正な排出につながるよう、排出ルールの徹底を図ります。また、環境負荷が

小さく、災害等にも対応したごみ処理体制の構築を図るなど、将来にわたり安全安心で安定的

な処理体制の確保を図ります。 

ア 廃棄物の排出ルールの徹底を図る 

1 ごみ排出ルールや分別の徹底について、市政だよりや SNS 等の様々なツールを活用して

周知啓発に努めます。また、本市での居住年数が短い市民や若年層、増加する外国人な

ど、ターゲットを絞った効果的な啓発を行います。 

2 クリーン仙台推進員＊や町内会の方々など地域と連携し、ごみ集積所等における調査・

啓発を行います。また、優れた集積所については認定・公表することにより、地域の取

り組みを促進します。 

3 ごみの散乱のない快適なまちづくりを進めるため、市民や事業者等との協働により、海

洋ごみ削減にもつながるまちの美化活動を推進するなど、ごみをポイ捨てしない人づく

りに取り組みます。 

4 多量排出事業者等の計画書提出や、清掃工場に搬入される事業ごみ＊の展開検査に基づく

排出事業者への訪問指導等により、事業ごみの適正排出と資源物の分別を促進します。 

5 廃棄物処理業者の指導・監督を行うとともに、法令に基づく優良認定業者について公表

する等により、適正な処理を確保します。 

6 地域と連携し、不適正排出＊・不法投棄＊への対策を実施するとともに、パトロールや監

視カメラの設置等により、不法投棄の未然防止と早期発見を図ります。 

イ 将来にわたり安全安心で安定的なごみ処理体制の確保を図る 

1 ごみ処理施設について、ごみの量の見込みや質の変化の予測を踏まえた上で、災害時等

への対応や環境負荷の低減、経済性等を総合的に勘案し、改良や更新等を検討・実施す

ることにより、適正な処理体制を確保します。また、施設の整備等の際には廃棄物由来

のエネルギーのさらなる有効活用や、防災拠点としての機能確保等により、ごみ処理施

設の価値向上を図ります。 

2 環境にやさしい収集運搬車両の導入、バイオプラスチック＊袋の導入検討など、環境負

荷の小さいごみ処理体制の構築を進めます。 

3 市民団体や地域住民等と連携し、高齢者等のごみ出し困難者を支援するなど、少子高齢

化等に伴う社会課題に対応した市民サービスの向上を図ります。 

4 大規模災害時にも対応できるよう、仙台市災害廃棄物処理計画に基づき、関係機関等と

連携し、災害廃棄物を迅速かつ適正に処理できる体制を確保します。 

5 感染症の蔓延時のような他自治体等からの支援を受けることが困難な状況下において

も、安定したごみ収集や施設の稼働など、適切なごみ処理を継続できる体制の構築を進

めます。 
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第５章 重点的な取り組み 

環境都市像の実現に向けた重点的な取り組みとして、以下の３つのプロジェクトを推進します。 

 各プロジェクトは、第 4 章で示した分野別の環境施策の中から、環境都市像のもと目指す 3 つ

のまちのあり方の具現化に向け、特に効果的な施策を組み合わせたものです。 

 これらの 3 つのプロジェクトについて、多様な主体と連携しながら推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【SDGs と各プロジェクトの関係】 

 

3 つのプロジェクトは、SDGs＊の達成

にも貢献するため、各プロジェクトに関

連する主なゴールを示します。 

SDGs を共通言語として、同じ目的意

識のもと、多様な主体と連携しながら、

プロジェクトを推進していきます。 
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1 輝く！グリーン＆クリーン都市プロジェクト 

 

 

【ねらい】 

「環境への取り組みが新たな価値を生み、成長を促すまち」の実現を図るため、都心部を

中心に、企業や都心を訪れる市民等の環境配慮行動を促進しながら、経済の活性化やにぎわ

い創出を図るなど、新たな環境価値を創造し、環境にやさしい魅力的な都市として発信しま

す。 

 

【取り組みの方向】 

グリーンビルディング等の環境にやさしい建築物の整備の促進 

市役所新本庁舎を含め、都心部における建築物の新築や建替の機会を捉え、「グリーンビ

ルディング＊の整備を促進するための方針」等により、建築物の ZEB 化＊を目指した取り組

みや魅力ある緑化空間・景観の創出、地域の木材を含めた環境負荷の小さい資材の使用など、

杜の都にふさわしい建築物の整備を促進します。 

 

 

事業者と連携した環境にやさしいビジネスの推進 

「温室効果ガス削減アクションプログラム＊」の運用を通じ、事業者の環境投資を促進し、

温室効果ガス＊排出削減とエネルギーコストの削減を進めます。 

また、事業者等と連携し、使い捨て（ワンウェイ）プラスチックや食品ロス＊の削減、地

元産の農作物や地域の木材利用に向けた取り組みを推進します。 

先進的な取り組みや優れた取り組みについては、評価・認定し、情報を発信することによ

り、企業価値の向上と取り組みの拡大を図ります。 

 

 

みどりを活用した、歩きたくなる魅力的な都市空間の創出 

杜の都の象徴である定禅寺通や青葉通等において、居心地が良く歩きたくなる歩行者空

間の創出に向け、市民団体等と連携しながら道路空間の柔軟な利活用に取り組むとともに、

道路空間の再構成について検討します。また、公園や緑地、広瀬川等の水辺を活用し、市民

や来訪者等が自然とふれあい、五感で楽しめる空間の創出に努めます。  
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2 つながる！エネルギー循環プロジェクト 

 

 

 

【ねらい】 

「『杜の都』の資源が活用され、循環するまち」の実現を図るため、自然の恵みを再生可能

エネルギーとして活用するなど、エネルギーの地産地消や地域資源の循環の仕組みを構築し

ます。 

 

【取り組みの方向】 

木質バイオマスの利用促進 

森林経営計画に基づく市有林の整備や、森林環境譲与税＊を活用しながら私有林の経営管

理支援を行うなど、森林の適切な整備を進めます。また、事業者等との連携により、建築物

等への木材利用や木質バイオマス＊燃料への利用など、森林資源の有効利用を促進します。 

 さらに、街路樹や庭木等からの剪定枝について、事業者と連携し、再生可能エネルギーと

しての活用を推進します。 

 

 

廃棄物系バイオマスの利用促進 

食品廃棄物や剪定枝、下水汚泥等の廃棄物系バイオマスについて、エネルギーとしての利

用や堆肥化等による資源の有効利用を促進します。 

また、清掃工場において、ごみ焼却により発生する熱を活用した発電や周辺施設における

熱利用を推進するとともに、市有施設における積極的な利用など、発電した電力のさらなる

有効活用を検討します。 

 

 

3E（省エネ・創エネ・蓄エネ）の推進 

市民・事業者・行政の協働による「せんだい E-Action」の取り組みを通じて、市民や事業

者等の 3E＊の普及浸透を推進します。 

また、本市独自の基準に適合した断熱性能の高い住宅や、ZEB＊といった、快適でエネルギ

ー性能の高い建築物の普及を図るほか、防災性の高い分散型エネルギーである太陽光発電

や蓄電池等の導入を促進するなど、市民生活や事業活動における再生可能エネルギーの普

及や効率的なエネルギー利用を推進します。  
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3 広がる！エコアクションプロジェクト 

 

 

 

【ねらい】 

「全ての主体が環境のことを考え、行動するまち」の実現を図るため、多様な自然環境や

様々な主体の力を活かし、環境に関する気づきや学びの機会の充実を図ることにより、環境

にやさしい行動の輪を広げ、「杜の都スタイル」の拡大を図ります。 

 

 

【取り組みの方向】 

「杜の都スタイル」の普及拡大 

市民団体や事業者、学校などが実践する、無理なく真似したくなるような環境にやさしい

取り組みを発掘、発信し、取り組みの水平展開を図ります。また、若者や専門家等のアイデ

アを取り入れながら、実践につながる効果的な普及啓発を推進し、市民・事業者等の日常的

な環境配慮行動を広げることにより、「杜の都スタイル」の拡大を図ります。 

 

 

効果的な環境教育・学習の推進 

子どもたちを含め、市民・事業者が気軽に取り組めるよう、教育機関や市民団体等と連携

し、体験型の環境学習の機会の充実を図るとともに、防災や歴史・文化、食、健康などの他

分野と組み合わせた効果的な環境教育・学習を推進します。 

また、大学等と連携した講座を開催するなど、環境に関する専門的な知識や最新の情報等

を学べる機会の提供に努めます。 

 

 

生物多様性保全推進事業の推進 

カッコウやカジカガエルなど仙台にゆかりのある生きものに着目し、多様な主体と連携し

ながら、自然や生きものと直接ふれあい、その魅力や大切さについて学ぶ機会の充実を図り

ます。また、食や音楽、アート等と組み合わせるなど、五感で学びながら、生物多様性＊の

保全に向けた行動につながる、気づきの機会を創出します。 

自然や歴史・文化などの地域資源を活かした体験型エコツアー＊の開催等を通じて、環境

配慮行動を促進するとともに、地域の環境資源の価値向上を図ります。 

 


